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鎌倉市分別収集計画 

令和７年（2025 年）８月 29 日 

 

１ 計画策定の意義 

これまで大量生産、大量消費、大量廃棄を行う経済活動などを続けてきた結果、

世界は、温暖化や環境汚染、環境破壊などの様々な問題に直面している。 

今後もかけがえのない地球で、世界があらゆる生命と共存していくためには、持

続可能な社会を構築していく必要がある。 

そのため、限られた資源やエネルギーが有効に活用され、環境への負荷が少ない

循環型社会を形成していくことが求められる。 

鎌倉市では、「循環型社会」を形成するため、市民、事業者、行政が連携・協働

して３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）を推進し、廃棄物の焼却量や埋め

立てによる最終処分量を限りなくゼロに近づける「ゼロ･ウェイストかまくら」の

実現、さらには、ＳＤＧs の目標の達成を目指して取組を進めている。 

このような状況の中、本計画は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等

に関する法律（以下「法」という）第８条に基づき、一般廃棄物の中でも割合が大

きく生活に身近な容器包装廃棄物を分別収集し、地域における容器包装廃棄物の３

Ｒを推進し、市民、事業者、行政それぞれの役割、及び具体的な推進方策を明らか

にするために策定するものである。 

また、令和４年（2022 年）４月にプラスチックに係る資源循環の促進等に関する

法律が施行され、市町村はその区域内におけるプラスチック使用製品廃棄物の分別

収集及び分別収集物の再商品化に必要な措置を講ずるよう努めなければならない

こととされたところである。本市では既に平成 27 年（2015 年）から製品プラスチ

ックの分別収集を行ってきたが、改めて本計画に製品プラスチックの分別収集及び

リサイクルについても位置付け、容器包装廃棄物と一体的に推進する。 

本計画を公表することにより、すべての関係者が一体となって取り組むべき方針

を示すとともに、本計画の推進により、容器包装廃棄物の３Ｒを推進することによ

って、廃棄物の減量・資源化、温室効果ガスの削減、資源の有効利用が促進され、

循環型社会の形成が図られるものである。 

 

２  基本的方向 

    本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

⑴ ライフスタイルや事業活動の見直しを広く呼びかけていくことで、使い捨て製

品の使用削減をはじめとした、ごみの発生抑制を推進する。 

⑵ 市民、事業者、行政すべての主体が環境問題に関心を持ち、環境負荷軽減に向

けた行動ができるよう、様々な機会を通じて環境教育を推進する。 

 

３  計画期間 
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    本計画の計画期間は、令和８年（2026 年）４月を始期とする５年間とし、３年ご

とに改定する。 

 

４  対象品目 

    本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容

器（無色、茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール、ペットボトル、プラスチ

ック製容器包装と、製品プラスチックを対象とする。 

 

５  各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号）及び

製品プラスチックの排出量の見込み 

 
令和８年度 

(2026 年度) 

令和 9 年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和11年度 

(2029 年度) 

令和 12 年度 

(2030 年度) 

容器包装

廃棄物 
8,783t 8,785t 8,737t 8,714t 8,692t 

製品プラ

スチック 
792t 792t 788t 786t 784t 

 

６  容器包装廃棄物の排出の抑制の促進するための方策に関する事項 

（法第８条第２項第２号） 

    容器包装廃棄物の排出抑制の促進を図るため、以下の方策を実施する。 

なお、実施に当たっては、市民、事業者、行政がまず３Ｒに関心を持ち、それぞ

れの立場から役割を分担し、相互に協力・連携を図ることが重要である。 

(1) 印刷物やホームページ、ＳＮＳ、説明会などを通じて、３Ｒの必要性や市民、 

事業者の役割を啓発する。 

 (2) ３Ｒに貢献している事業者（店舗）や地域での取組を積極的にＰＲする。 

(3) 多量の一般廃棄物を発生させる事業者はもとより、少量のごみ排出事業者に

対しても、３Ｒの推進を指導する。 

(4) ３Ｒ推進事業奨励金交付制度により、自治町内会における３Ｒへの取組を支

援する。 

(5) 廃棄物減量化等推進員と協働して、全市的な３Ｒの取組を推進する。 

(6)  市が購入する物品や資材は長く使用できるものを選択する。 

(7)  繰り返し使用できる製品、再生品やグリーン購入対象品の購入、利用を推進

する。 

(8) レジ袋など、プラスチック製ワンウェイ容器の削減及び発生抑制のため、マ

イバックやマイボトルの持参を積極的にＰＲする。 

(9) ウォーターサーバーを設置し、普及啓発事業を推進する。 

(10) リユース食器や量り売りの利用を推進する。 

(11) 製造・販売事業者等と協力し、使い捨てプラスチックの自主回収及び再資源 
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化を促進する。 

  

７  分別収集をするものとした容器包装廃棄物等の種類及び当該容器包装廃棄物

等の収集に係る分別の区分           （法第８条第２項第３号） 

廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合的に勘案し分別収集をす

る容器包装廃棄物等の種類を下表左欄のように定める。 

また、市民の協力状況、笛田リサイクルセンター等の収容量、収集機材等を勘案

し、収集に係る区分を下表右欄のように定める。 

 

 分別収集をする容器包装廃棄物等の種類 収集に係る分別の区分 

 主としてスチール製の容器 

 主としてアルミ製の容器 
飲食用カン 

主として      無色のガラス製容器 

ガラス製の    茶色のガラス製容器 

容器包装      その他のガラス製容器   

飲食用ビン 

主として紙製の容器であって飲料を充てん

するためのもの  
紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）

製の容器であって飲料又はしょうゆ等を充

てんするためのもの 

ペットボトル 

 主としてプラスチック製の容器包装であっ

て上記以外のもの 
容器包装プラスチック 

  プラスチック資源循環法に基づき分別収集

するもの 
製品プラスチック 

                                 

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量、法第２

条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラスチックの量の見込み                       

（法第８条第２項４号） 

 
令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

令和 12 年度 

(2030 年度) 
主としてスチール製

の容器 

 

 157ｔ       157ｔ 157ｔ 156ｔ 156ｔ 
主としてアルミ製の

容器  187ｔ 187ｔ 186ｔ 186ｔ 185ｔ 

無色のガラス製容器 

(合計) 

 596ｔ 

（合計） 

 596ｔ 

（合計） 

593ｔ 

（合計） 

 591ｔ 

（合計） 

 590ｔ 

(引渡量) 

596ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

596ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

593ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

591ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

590ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

茶色のガラス製容器 

（合計） 

280ｔ 

（合計） 

280ｔ 

（合計） 

 278ｔ 

（合計） 

 277ｔ 

（合計） 

 277ｔ 

(引渡量) 

280ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

280ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

278ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

277ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

277ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

その他のガラス製容
（合計） 

538ｔ 

（合計） 

538ｔ 

（合計） 

 535ｔ 

（合計） 

 533ｔ 

（合計） 

 532ｔ 
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器 (引渡量) 

527ｔ 

(独自処理) 

11ｔ 

(引渡量) 

527ｔ 

(独自処理) 

11ｔ 

(引渡量) 

524ｔ 

(独自処理) 

11ｔ 

(引渡量) 

522ｔ 

(独自処理) 

11ｔ 

(引渡量) 

521ｔ 

(独自処理) 

11ｔ 

主として紙製の容器

であって飲料を充て

んするためのもの（原

材料としてアルミニ

ウムが利用されてい

るものを除く。） 

31ｔ 31ｔ  30ｔ 30ｔ  30ｔ 

主として段ボール製

の容器 
 2,244ｔ     2,244ｔ 2,232ｔ  2,227ｔ  2,221ｔ 

主として紙製の容器

包装であって上記以

外のもの 

（合計） 

 ｔ 

（合計） 

 ｔ 

（合計） 

 ｔ 

（合計） 

 ｔ 

（合計） 

 ｔ 

(引渡量) 

ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

主としてポリエチレ

ンテレフタレート（Ｐ

ＥＴ）製容器であって

飲料又はしょうゆそ

の他主務大臣が定め

る商品を充てんする

ためのもの 

（合計） 

581ｔ 

（合計） 

581ｔ 

（合計） 

578ｔ 

（合計） 

576ｔ 

（合計） 

 575ｔ 

(引渡量) 

 ｔ 

(独自処理) 

 581ｔ 

(引渡量) 

 ｔ 

(独自処理) 

 581ｔ 

(引渡量) 

 ｔ 

(独自処理) 

 578ｔ 

(引渡量) 

 ｔ 

(独自処理) 

 576ｔ 

(引渡量) 

 ｔ 

(独自処理) 

575ｔ 

主としてプラスチッ

ク製の容器包装であ

って上記のもの 

（合計） 

 2,633ｔ 

（合計） 

 2,633ｔ 

（合計） 

 2,619ｔ 

（合計） 
 2,612ｔ 

（合計） 
2,605ｔ 

(引渡量) 

2,633ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

2,633ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

2,619ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

2,612ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

2,605ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

製品プラスチック（プ

ラスチック資源循環

法に基づく分別対象

物） 

（合計） 

 341ｔ 

（合計） 

341ｔ 

（合計） 

339ｔ 

（合計） 

338ｔ 

（合計） 

337ｔ 

(引渡量) 

341ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

341ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

339ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

338ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

(引渡量) 

337ｔ 

(独自処理) 

ｔ 

 

９  各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量、容器包

装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラス

チックの量の見込みの算定方法 

令和５年度の１人１日当たりの排出量×各年度の人口推計×年間日数365日(366

日）により算出したものである。なお、人口は、鎌倉市総合計画資料編（素案）１

(3)エ 社人研準拠＋開発インパクト推計における５年毎人口を、線形補完により算

出した年度別推移の予測人口を用いており、次のとおりである。 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

令和 12 年度 

(2030 年度) 

169,357 人 168,916 人 168,474 人 168,033 人 167,592 人 

 

10  分別収集を実施する者に関する基本的な事項    （法第８条第２項第５号） 

分別収集を実施する者は次のとおりとする。 

容器包装廃棄物等 

の種類 

収集に係る分別 

の区分 
収集運搬段階 

選別・保管

等の段階 

スチール製容器 

アルミ製容器 
飲食用カン 定期回収（委託業者） 委託業者 

ガラス製容器（無色、

茶色、その他） 
飲食用ビン 定期回収（委託業者） 委託業者 
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紙類容器（飲料を充て

んするためのもの） 
紙パック 定期回収（委託業者） 委託業者 

段ボール製容器 段ボール 定期回収（委託業者） 委託業者  

ペットボトル ペットボトル 定期回収（委託業者） 委託業者 

プラスチック製容器 容器包装プラスチック  定期回収（委託業者） 委託業者  

製品プラスチック 製品プラスチック  定期回収（委託業者） 委託業者  

 

11  分別収集の用に供する施設の整備に関する事項   （法第８条第２項第６号） 

分別収集の用に供する施設は次のとおりとする。 

収集に係る分別の区分 分別収集の用に供する施設 

飲食用カン・ビン 笛田リサイクルセンター 

紙パック・段ボール 民間施設 

ペットボトル 民間施設 

容器包装プラスチック 民間施設 

製品プラスチック 民間施設 

 

12  その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

（法第８条第２項第７号） 

廃棄物処理法では、市町村における一般廃棄物の減量化対策を実効あるものとす

るため、廃棄物減量等審議会及び廃棄物減量等推進員の制度を設けることができる

こととなっている。本市では、これを受けて条例を定め、「鎌倉市廃棄物減量化及

び資源化推進審議会」を設置するとともに、「鎌倉市廃棄物減量化等推進員」を委

嘱しており、これらの制度や組織の活動を通じて、循環型社会形成のための３Ｒの

取組を積極的に推進していく。 

 

13 紙製容器包装の資源化について 

  紙箱類、包装紙類、紙の袋類等の紙製容器包装について本市では単独に分別収集      

 を行っていないが、本市の分別収集区分である「ミックスペーパー」、「ボール紙」 

 として分別収集及び資源化を実施しており、引き続き資源化を行う。              

 


